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EY Japan、地方創生に資する外国人材の受入支援・共生支援に関する実務上のポイ

ントと今後の課題を整理 
 

◼ 内閣官房からの委託で全国の自治体に対するアンケート調査の分析や先進的な取り組み

を行う自治体へのヒアリング調査を実施 

◼ 取組を進める際の重要ポイントや今後の課題、15 自治体の具体的な取り組み事例を掲載 

◼ 「地方公共団体の地方創生に資する外国人材の受入支援・共生支援に係る施策の推進等

に関する調査報告書」としてまとめる 
 

EY のメンバーファームである EY 新日本有限責任監査法人（東京都千代田区、理事長：片倉  正美、以下

EY 新日本）は、内閣官房から委託された「地方公共団体の地方創生に資する外国人材の受入支援・共生

支援に係る施策の推進等に関する調査」を実施し、2025 年 2 月に調査報告書として取りまとめました。 

 

近年、地方における外国人人口が増加していることに加え、新たな在留資格として「特定技能」が創設さ

れ、地域の新たな担い手として、外国人材のさらなる活躍が期待されています。また、専門性を有する高

度外国人材を確保し、地方に不足している知識・経験の獲得や国際関係業務の遂行、海外展開の足掛か

りとすることも期待されています。 

 

政府は 2018 年 12 月に「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」を決定し、外国人材の受入

れおよび共生のための取り組みを推進しています。外国人材がその能力を最大限に発揮し、地域におけ

る新たな担い手として定着できるよう、地方公共団体において外国人材に対する積極的な受入支援や共

生支援を行うことの重要性が示されています。 

 

また、内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局では、地方公共団体の地方版総合戦略に基

づく先導的な取組について、デジタル田園都市国家構想交付金（令和 7 年度より「新しい地方経済・生活

環境創生交付金」に名称変更）等により、地方公共団体における外国人受入関連施策の推進を図ってい

ます。 

 

このたび EY 新日本がまとめた「地方公共団体の地方創生に資する外国人材の受入支援・共生支援に係

る施策の推進等に関する調査報告書（以下 本報告書）」では、①外国人材の受入支援・多文化共生支援

のための先導的な施策の導入状況や、②デジタル分野を含む専門的・技術的な外国人材の受入れおよ

び共生施策に関する最新事例、③過去に調査対象とした事例のフォローアップ調査を行い、その結果を

まとめています。 

 

本調査を通じて、自治体における外国人材の受入れおよび共生施策の実効性を高め、事業の自立性・継

続性を確保していくための実務上の重要なポイントとして、以下の点が明らかになりました。  

 
 

◼ PLAN （事業アイデア・手法の検討、事業の具体化）に関する重要ポイント  

 ステークホルダー間の連携体制の確保により、課題やニーズの共有・明確化を行う  

 事業の持続的な運営に向けて専門家や担い手となるキーパーソンを確保・マネジメントする  

 事業の最終目標の達成に向けた効果の発現経路を示し、KPI を設定する 

◼ DO （事業の実施・継続）に関する重要ポイント  

 外国人材が日本の職場環境や生活環境、企業ニーズの理解を深める機会を確保する  



 

 

 

 マッチング率の向上や定着に向けて、受入企業に求められる要件を整理・提示する  

 地域住民の理解を深めるための情報提供や地域主体のさらなる参加を促進する 

 自走化を意識した利用者負担、財源確保、ノウハウの共有を行う  

◼ Check/Action （事業評価、評価に基づく事業改善）に関する重要ポイント  

• 事業の効果の発現経路における各段階において、KPI 達成／未達成の要因を考察する 

• ビジョン・目的を改めて意識し、事業の改善・見直し方針を明確化する  

 

また、今後の課題として、主に以下が整理されました。  

 

◼ 地方においては、都市部に比べて給与水準が低く、外国人材が他地域へ転職してしまうケースが多

い。定着を促すには、地域産業の技術やノウハウ、自然・文化といった地域資源を活かした独自の取

組が不可欠である 

◼ 計画段階から十分な準備が行えなかったことが成果に影響したとの声もある。自治体単独ではリソ

ース面で限界があることから、外部専門家の支援を計画策定時から受けることや、地域で活動できる

地域企業との連携体制を構築することが求められる 

◼ 事業の自走化に向けた具体的な検討が不十分なケースが多く、資金調達や採算性を含めた継続可

能な仕組みの設計が求められる。市場ニーズや収益見通しを計画段階から十分に検証する必要が

ある 

◼ 庁内の関係課間で情報共有が不十分なことがあり、事業の相乗効果を高めるには、連携と包括的な

モニタリング体制の構築が重要である。事業の課題が関係者間で共有されていないケースもあり、定

期的な評価と改善のサイクルの構築が重要である。KPI が未達の場合は、その原因が KPI の指標

や水準にあるのか、実施プロセスにあるのか等を分析する必要がある。定量的なエビデンスが十分

でない場合、現時点で得られる情報をもとに関係者で対話を重ねる姿勢が求められる  

 

本報告書では取組を進める際の重要ポイントや今後の課題に加え、15 自治体の具体的な取り組み事例

も掲載しています。詳細は下記からご覧ください。 

www.chisou.go.jp/sousei/about/gaikokujinzai/pdf/r6_gaikokujinzai_report.pdf  
 
 

EY における外国人材の受入れ・共生・活躍促進に関する支援は下記をご覧ください。 

外国人材の受入れ・共生・活躍促進支援 | EY Japan 

 

〈EY について〉 

EY は、クライアント、EY のメンバー、社会、そして地球のために新たな価値を創出するとともに、資本市場における信頼を確立していくこと

で、より良い社会の構築を目指しています。  データ、AI、および先進テクノロジーの活用により、EY のチームはクライアントが確信を持って

未来を形づくるための支援を行い、現在、そして未来における喫緊の課題への解決策を導き出します。  EY のチームの活動領域は、アシュ

アランス、コンサルティング、税務、ストラテジー、トランザクションの全領域にわたります。蓄積した業界の知見やグローバルに連携したさま

ざまな分野にわたるネットワーク、多様なエコシステムパートナーに支えられ、150 以上の国と地域でサービスを提供しています。  
 
All in to shape the future with confidence.   
 
EY とは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバルネットワークであり、単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、

各メンバーファームは法的に独立した組織です。アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドは、英国の保証有限責任会社であり、顧

客サービスは提供していません。EY による個人情報の取得・利用の方法や、データ保護に関する法令により個人情報の主体が有する権

利については、ey.com/privacy をご確認ください。EY のメンバーファームは、現地の法令により禁止されている場合、法務サービスを提

供することはありません。EY について詳しくは、ey.com をご覧ください。  
 
〈EY 新日本有限責任監査法人について〉 

EY 新日本有限責任監査法人は、EY の日本におけるメンバーファームであり、監査および保証業務を中心に、アドバイザリーサービスなど

を提供しています。詳しくは ey.com/ja_jp/people/ey-shinnihon-llc をご覧ください。 

 

《 本件に関するお問い合わせ 》 

EY Japan BMC (Brand, Marketing and Communications) 

japan.corporatecomm@jp.ey.com  

https://www.chisou.go.jp/sousei/about/gaikokujinzai/pdf/r6_gaikokujinzai_report.pdf
https://www.ey.com/ja_jp/industries/government-public-sector/immigration-policy
mailto:japan.corporatecomm@jp.ey.com

